
なぜNAP指標案を提案したのか
ーNAPに基づく施策は果たして有効であったのか、

そして、その実効性を測る評価指標はどうあるべきかの議論の充実へー
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古谷由紀子
一般財団法人CSOネットワーク
ビジネスと人権市民社会プラットフォーム（BHRC)



背景とポイント
• 2020年10月、現行「ビジネスと人権に関する行動計画（NAP）」公表

– レビュー報告

• 2022年～2025年 1年目、2年目、3年目、4年目「レビュー報告」として「行動計画実施状況一覧」公開
中（2025年87施策）

• 政府の「レビュー報告」には「５つの優先分野における指標」の説明も含まれている

• 2025年NAP改定に向けて

– ステークホルダーから動きをつくってみよう！
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アウトカム指標を提案！！

多くはアウトプット指標での報告

インパクト測定のための指標を特定
⇒しかし実質は「アウトプット指標」になっている

【NAPガイダンス】評価指標はNAPに含まれているべきだが、含まれていない。
※次ページ参照

政府自ら動くのは
ハードルが高そう

アウトカム指標も
簡単ではない



政府は、ビジネスに関連する人権への負の影響に対処する際の優先分野

を明確にし、国家を対象とする各指導原則（指導原則 1-10、25-28、

30及び 31）に関する現在の活動及び計画されている活動について議論

すべきである。計画されている活動の全てについて、政府は、関係機関の

明確な責任、タイムフレーム、及び、結果を評価するための指標を含む、

実施手順を明確化すべきである。

NAPの改定は、企業に関連する人権への負の影響を防止・軽減・救済

するために既存のNAPが実際にどの程度効果があったかについての徹底

した評価に基づくべきである。進捗を評価する際には、評価者は、評価の

ベンチマークの一つとして政府がNAPに規定した実施指標

（performance indicators）を参照すべきである。この評価は、国

内人権機関または他の専門家のように独立した組織によって行われ、かつ、

関係するステークホルダーとの協議が含まれるべきである。
NAPガイダンス（2016年）

参考
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現在のNAP評価指標の課題を解決したい

例

・どんな社会をめざすのか
・どんな成果を出せばいいのだろうか
・そのための評価指標をどう出すか

4

市民の“声”

今後行っていく具体的な措置 関係府省庁 評価指標 実施状況*

4
外国人雇用事業主に対する法令遵
および雇用管理の改善等への適切
な対処等の指針の周知徹底・啓発

厚生労働省

・ハローワーク
における事業
所等指導等の
実施件数

・2020年度：9003件（計画数：11,342件）
・2021年度：12,529件（計画数：11,700件）
・2022年度」13,278件（計画数：12,161件）

現在のNAP評価指標の記載例（出所：3年目レビュー報告書「行動計画実施状況一覧」から抜粋、かつ簡略化して記載）

今後行っていく具体的な措置 関係府省庁 評価指標 実施状況*

38

-2

政府の実施する調達において、入札
する企業における人権尊重の確保
を促進する

厚生労働省

・ハローワーク
における事業
所等指導等の
実施件数

・2020年度：9003件（計画数：11,342件）
・2021年度：12,529件（計画数：11,700件）
・2022年度」13,278件（計画数：12,161件）

アウトプット指標

インパクトを生み
出せるだろうか

アウトプットから
アウトカムへ

政策資源の投入
具体的な活動
や作業 直接的な成果物

中長期的な
望ましい成果

目指すべき
社会的変化

インパクトアウトカムインプット アクティビティ アウトプット

評価指標 評価指標



○インパクトを生み出すためのロジックを考えよう

○EBPMの手法

施策によって目指す社会の変化（インパクト）を生み出すために

政策資源の投入 具体的な活動や作業 直接的な成果物
中長期的な
望ましい成果

目指すべき
社会的変化

インパクトアウトカムインプット アクティビティ アウトプット

評価指標 評価指標

・EBPMの手法を用いた行政事業レビューの効果的な実施
（2025年３月31日内閣官房行政改革推進本部事務局の「行政事業レビューシート作成ガイドブック」より抜粋）

・EBPM（エビデンスに基づく政策立案）は、
①政策目的を明確化させ、②その目的達成のため本当に効果が上がる政策手段は何かなど、政策手段と目的の論理的な
つながり（ロジック）を明確にし、③このつながりの裏付けとなるようなデータ等のエビデンス（根拠）を可能な限り求めることで
、「政策の基本的な枠組み」を明確にする取組。

参考
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協力してくださった組織と提案した施策

【提出者】

ACE、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

CSOネットワーク

Social Connection for Human Rights（SCHR）

DPI日本会議

中尾洋三

ノット・フォー・セール・ジャパン／山岡万里子

プラン・インターナショナル・ジャパン

弁護士稲森幸一、蔵元左近、小林美奈、佐藤暁子、高橋大祐

37施策

提出者 提出数 評価指標案が提出されたNAP施策

• ACE、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

• CSOネットワーク

• Social Connection for Human Rights

（SCHR）

• DPI日本会議

•中尾洋三

•ノット・フォー・セール・ジャパン／山岡万里子

•プラン・インターナショナル・ジャパン

•弁護士： 稲森幸一、蔵元左近、小林美奈、佐藤暁

子、高橋大祐

現行の施策
：25
現在施策なし
：12（★）

（１）横断的事項
ア．労働（ディーセント・ワークの促進等）
イ．子どもの権利の保護・促進
エ．消費者の権利・役割
オ．法の下の平等（障害者、女性、性的指向・性自認等）
（ア）ユニバーサルデザイン・心のバリアフリーの推進（★4施策）
（イ）障害者雇用の促進（★4施策）
（ウ）女性活躍の推進
カ．外国人材の受入れ・共生
（２）人権を保護する国家の義務に関する取組
ア．公共調達
イ．開発協力・開発金融
（４）救済へのアクセスに関する取組
司法的救済及び非司法的救済 （★3施策）

次期NAPに含まれる新たな分野
新しい人権課題
環境と人権（★1施策）

URL:https://docs.google.com/spreadsheets/d/18No7iA-

5AA16lsUIS2LXvhwCMiTQ9uCX/edit?gid=1523767451#gid=1523767451
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自分たち活動・専門
分野をもとに提案

https://docs.google.com/spreadsheets/d/18No7iA-5AA16lsUIS2LXvhwCMiTQ9uCX/edit?gid=1523767451#gid=1523767451
https://docs.google.com/spreadsheets/d/18No7iA-5AA16lsUIS2LXvhwCMiTQ9uCX/edit?gid=1523767451#gid=1523767451


NAP評価指標の課題解決のために提案された評価指標案（１）

今後行っていく具体的な措置 関係府省庁 評価指標 実施状況*

4
外国人雇用事業主に対する法令遵お
よび雇用管理の改善等への適切な
対処等の指針の周知徹底・啓発

厚生労働省

・ハローワーク
における事業
所等指導等の
実施件数

・2020年度：9003件（計画数：11,342件）
・2021年度：12,529件（計画数：11,700件）
・2022年度」13,278件（計画数：12,161件）

現在のNAP評価指標の記載例（出所：3年目レビュー報告書「行動計画実施状況一覧」から抜粋、かつ簡略化して記載）

URL: https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100702740.pdf
今後行っていく
具体的な措置 アウトプット アウトカム 目ざす姿

4
外国人雇用事業主に対する法令遵守
および雇用管理の改善等への適切な
対処等の指針の周知徹底・啓発

①母国語による労働安全衛生教育の義務化
②労働安全衛生のマネジメントシステムの導入
③1回/年の防災訓練の義務化

令和5年度労働災害発生率（死傷年千人率（以下「千人
率」という。）実績、技能実（4.1）、特定技能（4.31）の
全国平均（2.36）並みへの低減

外国人労働者の安全が確保され、
安心して働ける職場環境の実現

提案の評価指標例（出所：提案指標から抜粋、かつ簡略化して記載）

評価指標
外国人労働者の死傷年千人率を
2027年までに全体平均（2.36）以
下とする。

評価指標（①のみ記載）
①外国人労働者導入企業での母
国語による安全教育の実施企業数

政策資源の投入
具体的な活動
や作業 直接的な成果物

中長期的な
望ましい成果

目指すべき
社会的変化

インパクトアウトカムインプット アクティビティ アウトプット

評価指標 評価指標 7

アウトプットから
アウトカムへ

具体的内
容は？

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100702740.pdf


施策No/指標案 アウトプット （施策の結果） アウトカム （施策の成果） 目指す姿

施策Noなし
（環境と人権）

①気候変動および緩和・適応による環境・人権への負の影
響を把握するためのステークホルダーエンゲージメントが実施
される。
②企業の施策において、上記の負の影響を考慮し対応をす
ることを要請し、国連ビジネスと人権に関する指導原則の観
点を含む「公正な移行（just transition）」の考え方をふ
まえた緩和・適応計画を実施する企業が増える。

①「公正な移行（just transition）」の考え方をふ
まえ、気候変動の緩和・適応に関する関係省庁におい
て、環境活動家や人権擁護者を含むステークホルダー
との対話を通じて把握した負の影響を考慮した政策が
実施される。
②「環境デュー・ディリジェンス」の普及・浸透において、
国連ビジネスと人権に関する指導原則の観点から人権
リスクの考え方が統合される。

・脱炭素社会への移行において、国連ビジネスと人権
に関する指導原則の観点を含む、環境・人権への影
響を考慮した「公正な移行（just transition）」の
考え方をふまえ、気候変動の緩和・適応計画を策定
する。
・緩和・適応計画の策定においては、環境・人権に
負の影響を受ける人々の社会的立場の脆弱性や当
該事案における力関係の不均衡が考慮される。
・人権デュー・ディリジェンスと環境デュー・ディリジェンス
のシナジーが最大化される。

8

具体的内
容は？ NAP評価指標の課題解決のために提案された評価指標案（２）

URL: https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100702740.pdf提案の評価指標例（出所：提案指標から抜粋、かつ簡略化して記載）

アウトカム指標

①ステークホルダーエンゲージメントで把握した負の
影響に対応した施策の内容
②指導原則の観点を含む環境省「バリューチェーン
における環境デュー・ディリジェンス入門～OECD ガ
イダンスを参考に～」が示す考え方に沿った環境
デュー・ディリジェンスを実施する企業数・割合とその
割合

以上を情報開示

アウトプット指標

①-1 実施したステークホルダーエンゲージメントの内
容
①-2 ステークホルダーエンゲージメントで問題提起
された人権への負の影響の内容
②緩和・適応計画において「公正な移行」の考え方
を表明する企業数・割合とその推移（定期的な企
業対象のアンケート調査等を実施）

以上を情報開示

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100702740.pdf


ステークホルダー報告書における「評価指標」の提案（1）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100660229.pdf

9

参考

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100660229.pdf


ステークホルダー報告書における「評価指標」の提案（２）

10

参考
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次期NAPへのわたしたちの期待

アウトカム指標

の作成

政府やステーク

ホルダー間の議論

中長期的な望ましい成果を評価する「アウトカム指標」

⚫ 国連の人権専門機関であるOHCHRが開発した人権指標を活用することが有用と

考えられる。日本のNAP評価指標は、3つある人権指標のうち、中長期的な望まし

い成果を評価する「成果指標」（アウトカム指標）の検討が十分ではない。

⚫ 海外事例を参考に成果指標を組み込む必要がある。

指標作成の視点は多様、さまざまな立場での議論が不可欠

⚫ 現在の提案している指標は当該分野を専門とする市民組織からの政府への
期待を示すものだが、現時点ではステークホルダー間での議論も十分ではな
く、その粒度も完成度も十分ではない。

⚫ 政府もステークホルダー等の視点も実情への認識も多様である。目指す姿を
見据えながら効果的な指標について合意形成をしていく必要がある。

⚫ 円卓会議、作業部会など様々な場でマルチステークホルダーでの活発な議論
を期待したい。

2つのポイント

1

2
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日本でアウトカム指標を設定している例

厚労省

<令和5年度＞働き方改革
の実現に向けた労働時間
の上限規制の定着による
長時間労働抑制等のため
の取組

https://www.mhlw.go.j
p/stf/seisakunitsuite/
bunya/hokabunya/jyo
uhouseisaku/toukei-
data_madoguchi_0000
5.html

12

参考

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/toukei-data_madoguchi_00005.html


日本でアウトカム指標を設定している例

消費者庁

エシカル消費の普及
啓発

https://www.caa.
go.jp/policies/pol
icy/consumer_pol
icy/basic_plan/as
sets/consumer_p
olicy_cms102_24
0614_005.pdf

13

参考

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_cms102_240614_005.pdf
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